
労働組合の言論活動を否定する不当判決	

－最高裁は口頭弁論を開いて不当判決を糾すべきである－  
 
	 東京高裁第２２民事部は、平成２８年７月４日、「富士美術印刷事件」につい

て、労働組合の言論表現活動が名誉毀損であるとして、組合員３名に対し３５

０万円の損害賠償を命じた。  
	 富士美術印刷（「フジビ」）は、印刷会社である。フジビの子会社であるフジ

製版は、平成２４年９月破産手続開始決定を受け、従業員であった組合員らを

解雇した。労働組合は、フジビに対して、「フジビはフジ製版の社員を雇用せよ」、

「フジ製版の倒産は偽装倒産である」、「フジビグループ・田中一族の組合つぶ

し偽装倒産を許すな！」、「荒川区の『印刷御三家』フジビは責任を取れ！」等

と記載したビラをフジビ周辺等で配布したり、幟を掲示し、拡声器で宣伝し、

横断幕をフジビの本社屋上のフェンスや壁に掲示するなどの活動を展開した。

これに対し、フジビは、組合に対してではなく、組合員個人３名に対して、施

設管理権の侵害、名誉・信用毀損、営業妨害行為などを理由に２２００万円の

損害賠償請求を提起してきた。組合員個人に対するかかる巨額の損害賠償請求

訴訟の提起は、労働組合活動の抑圧を目論む“スラップ訴訟”であった。  
	 東京高裁判決は、以下の３点で、表現の自由を保障した憲法２１条や労働者

の団結権・団体行動権を保障する憲法２８条の解釈適用を誤ったものというべ

きである。  
 
①	 言論行動は労働組合としての行動であり、損害賠償責任を労働組合ではな

く組合員個人に認めたことは、団結権・団体行動権保障を保障する憲法２８

条に違反する。  
②	 表現行為が「事実の適示」又は「意見・論評」のいずれによる名誉毀損か

を区別せず、社会的評価の低下の事実を認定しないまま、名誉毀損の成立及

び損害賠償責任を認めたのは、名誉毀損の成立及び真実・真実相当性の民事

免責に関する一連の最高裁判決に悖るものであり、労働組合の正当な言論活

動を否定・抑圧し、憲法２１条、２８条に違反している。  
③	 会社法所定の実質的支配基準からして、フジビはフジ製版の親会社であり、

労働組合が親会社に対して行う要請行動は、正当な組合活動であって、これ

を否定することは、憲法２８条に違反する。  
 
	 労働組合にとって、その要求実現のために行う組合活動としての言論表現活

動は、労働組合運動の生命線であり、労働組合の正当な言論活動の否定は、憲

法２１条・２８条に違反する。最高裁は、口頭弁論を行ったうえで、原判決の

誤りを糾すべきである。  
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